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5Appendix ①第 11 回人材育成学会年次発表（平成 25 年 12 月 15 日）
②企業と人材 2013 年 9 月号(vol.46 No.1007)及び 10 月号(vol.46
No.1007)
6第 1章 本研究の目的・背景・構成




第 2 節 本研究の背景
日本が直面する内部的な要因として少子高齢化問題が挙げられる。図表 1 に示されてい





















































第 3 節 本研究の構成
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主任・係長レベル 19 36.8% 42.1% 52.6% 31.6% 57.9% 31.6% 21.1% 31.6% 63.2%
課長レベル 28 14.3% 39.3% 67.9% 42.9% 75.0% 25.0% 50.0% 39.3% 46.4%
部長レベル 20 5.0% 30.0% 70.0% 20.0% 65.0% 0.0% 55.0% 30.0% 25.0%























































































GBL 育成の予算について「2 年前の 2010 年との変化」を質問したところ、予算が「拡大」
と回答した企業が 64.6％であった。また、拡大幅が 50％超となった企業は全体の 12.9％
であった。
27.8% 72.2%
39.3% 39.3% 10.7% 10.7%




とても有効 まあまあ有効 どちらとも言えない あまり有効でない 有効でない
44.1% 32.4% 29.4% 11.8%
















生じるのかを見た。第 3 章第 3 節で示した調査結果「②対象者選定方法と GBL 像の定義」





32.3% 19.4% 12.9% 32.3% 3.2%










































図表 23 は、海外売上高成長率と GBL 育成プログラムの外部教育機関依存割合を示して


































第 1 項 調査目的
グローバル・ビジネスリーダーの育成に関する日本企業の取り組みについて現状を調査
し、今後の育成のあり方を模索することを目的に本調査を実施した。
第 2 項 調査要領
①調査名…「GBL 人材育成プログラム」に関する調査
②調査対象…大手日本企業 の人事部門及び海外事業部門






質問票による調査では、9 社中 4 社がコンピテンシーモデルによって GBL の定義を行っ
ているとのことであったが、実際に GBL を定義するためにコンピテンシーモデルを有効に














































ングを短期体験研修の中で実施している。GBL プログラムの中で、参加者は 4 名なし 5 名
















第 5章 GBL 育成プログラムの課題と今後の方向性
質問票及びインタビューによる調査結果を踏まえ、GBL 育成プログラムの現状の課題と
今後の方向性について考察したい。
第 1節 GBL 育成プログラムの課題
① GBL 像の定義

































































































































フォスター電機は現在、過去 65 年の歴史の中でも成長の時を迎えている。2014 年 3 月期の















た。1963 年には 8 石トランジスタラジオなどの回路製品の製造を開始し、1964 年にはヘッド
ホンの製造を始め、音響機器 OEM メーカーとしての地位を確立した。スピーカー、マイクロホ
ン、イヤホン、ヘッドホン、回路製品を中心に 1960 年～1980 年代は、売上高は順調に推移し
た。特に売上高に寄与したものの一つが、GMとのビジネスだった。1981 年に GM 向け車載用ス
ピーカーが承認されると、翌年納入を開始した。GM 向けのこのスピーカーの納入数は、1984
















ーカーの価格は 400 円でラーメン一杯 25 円だったけど、1990 年にはスピーカーの値段は大幅
















PCM 推進本部に配属となり、1993 年 9月 PCM 基本計画書を作成した。





























当時を振り返る。当時の状況として、PCM 計画は 1993 年から推進され、2000 年に入る頃には
全社に浸透していた。しかし、過剰なコストダウンの反動として品質に問題が出始め、基準に
満たない製品の納入により顧客からのクレームが出ることがしばしばあった。そういった中で、









まだあった」そこで、FMQE (Foster Manufacturing Quality Evolution)をベースとした中期





































基本となるのは、月に 1 回程度開催され、役員・本部長の 10 人程度が集まる本部長会議と月
































































の宮田の活躍が大きい。宮田は 2001 年～2006 年の間のノキアとアップル社とのビジネスに携
わっていた。将来を見据えた 2社とのビジネスが、現在のビジネスモデルである「低価格大量
生産」の始まりとなり現在へと繋がって行くのである。









































年現在ではさらに製造の効率化を図り、2005 年の原価の 7 割以下となっている。）すぐに先方
に提示はしたが、通信業界の規制の厳しさもあり、納入を始めたのは 2006 年 1 月だった。月























る。そして消費者に高いデザイン性が受け、第二世代の iPod は大ヒットとなった。 iPod 用の







































わなかった。やむなく、2009 年 1 月に弁護士に手紙を作成させ、GMに値上げについての通知
を行った。同時に 2009 年 3 月までに、アメリカのフォスターエレクトリックに GMとの交渉を
決着させるよう指示した。
東自身は、「メーカーの寿命は 30年ぐらいで、良い時期は 10 年程度だろう。だから、特に
難しい判断とは思わなかった」と振り返る。しかし、吉澤は GM のこの件について、「東の『今
後 30年間 GM とはビジネスをやらなくていい』という決断が何より大きかったと思う。なかな
か、普通はそうは言えない。フォスターの GMのシェアが 30％から 10％に落ちてはいたが、そ
のまま取引を続けていれば数億円の損害が出ていた」と振り返る。
80％理論と中長期戦略イメージ



































































































































































































































































1970 年代、日本には 100 社を越える音響機器メーカーが存在したが、2013 年にはフォスタ
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・フォスターの昔と今(2013 年 Power Point 版)
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